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１ 請願第４－５号 市川市宅地開発事業に係る手続及び基準等に関する条例に関する請
願                  （建設経済委員会付託） 

１ 受 理 年 月 日 令和４年11月24日 

１ 紹 介 議 員 かつまた 竜 大 

１ 請願の趣旨及び請願者の住所、氏名 

 

（請願書原文写） 

 

市川市宅地開発事業に係る手続及び基準等に関する条例に関する請願 

 

【請願要旨】 

市川市宅地開発事業に係る手続及び基準等に関する条例（以下、宅地開発条例）は、そ

の第１条においてうたっているように、良好な居住環境の形成及び保全並びに安全で快適

な都市環境を備えたまちづくりに寄与することを目的としている。また、同条例第23条及

び関連する別表第４に定めるように、事業者は、公益的施設の整備の一環として、自動車

駐車場を整備することが求められている。条例適用事業において、敷地内に適切な数の自

動車駐車場を整備することは、良好な居住環境の形成及び保全並びに安全で快適な都市環

境を備えたまちづくりのために必要なことである。 

市川市の宅地開発条例では、別表第４（第23条関係）３（１）イに規定されるように、

以下のニつの条件を満たしている場合に、敷地内駐車場の整備台数が減免される。 

・全ての住戸の専有部分の床面積が35平方メートル未満である学生寮、社員寮その他の単

身者用の集合住宅であって、 

・自動車を所有する者の入居を制限する等その性質上自動車の駐車需要を発生させないと

認められるものの建築 

 

『市川市宅地開発条例』（公益的施設の整備基準） 

第23条 事業者は、事業区域内に居住する者等の利便の増進が図られるように公益的施設

を整備するものとし、当該公益的施設については、それぞれ別表第４に定める基準に従っ

て整備するものとする。 

 

別表第４（第23条関係）３（１）イ 全ての住戸の専有部分の床面積が35平方メートル未

満である学生寮、社員寮その他の単身者用の集合住宅であって、自動車を所有する者の入

居を制限する等その性質上自動車の駐車需要を発生させないと認められるものの建築を目



的とする条例適用事業を施行する事業者は、１台以上の自動車を駐車することができる自

動車駐車場を整備すること。 

 

『自動車駐車場整備に関する基準細則』 

第３－２ 条例別表第４第３項第１号イに該当する建築物は、次のとおりとする。  

（１）「全ての住戸の専有部分の床面積が35㎡未満である学生寮、社員寮その他の単身者

用の集合住宅」とは、建物の住戸部分の全ての住戸の専有部分の床面積が35㎡未満であっ

て、その用途が学生寮、社員寮、一括管理された寄宿舎、週契約・月契約のように短期間

の契約を目的とした賃貸住宅、学生専用の単身用の集合住宅をいう。 

（２）「自動車の所有を制限する等その性質上自動車の駐車需要を発生させないと認めら

れるもの」とは、住戸の使用に当たり、賃貸借契約、管理規約等で自動車の持ち込みを禁

止する旨の制限を課し、かつ、これらの制限及び用途を容易に変更しないものをいう。 

 

（用途による制限について） 

市川市で規定しているように、建物用途目的で駐車場付置緩和要件を設けている自治体

の例は数少なく、千葉県内の40万人以上が住む自治体においては２市（市川市・松戸市）

のみである。その中で、用途が社員寮であることをもって緩和条件として認めているのは

市川市のみとなっている。（※参考資料①）市川市以外の自治体の担当者に、社員寮であ

ることを緩和要件として認めていないことの理由を質問したところ、それを合理的な緩和

要件とみなす理由が見出しがたいこと、公平で円滑な運用が難しいといったことによるも

のであった。 

また、松戸市やその他の県外の自治体で緩和要件を設けている場合、用途上駐車場需要

が生じないことを客観的に明確に示す場合のみ緩和条件として認めている。（例；児童や

生徒の学生寮や寄宿舎、高齢者専用住宅など※参考資料②） 

社員寮の場合には、入居者の中には自動車の運転を行う者も当然に存在し、駐車場需要

は存在していることが明白であり、その性質上自動車の駐車需要を発生させないとは認め

られない。そのため、社員寮であることをもって駐車場整備の減免措置とすることは、修

正が必要と考えられる。 

また、学生寮についても、例えば大学生の学生寮のように自動車の運転免許を取得する

ことができる年齢の者の入居が想定できる場合には、同様に駐車場需要を生じうるため、

その性質上自動車の駐車需要を発生させないと認められるものとは考え難い。そのため、

学生寮については、免許を取得できる年齢に満たない者が入居する建物であることを条件

とすることを明記することが必要であると考えられる。 

  



（契約等の制限について） 

市川市の宅地開発条例及び基準細則では、住戸の使用に当たり、賃貸借契約、管理規約

等で自動車の持ち込みを禁止する旨の制限が課されていること、かつ、これらの制限及び

用途を容易に変更しないもの、も緩和条件を満たすための条件の一つに掲げられている。

建築計画の時点では、賃貸借契約の案は存在していても、実際の賃貸借契約は成立してい

ないのが通常であり、契約当事者が存在しない文書の変更は、その性質的に容易であると

言わざるを得ない。また、個別の賃貸借契約はその建物の使用される見込みの期間と比較

すれば非常に短いことも考慮すれば、建築計画の時点においてこの条件が客観性をもって

満たされていると見なすことは困難である。 

以上の要旨から、当条例を透明性高く、公平かつ公正に運用するため下記のとおり、請

願いたします。 

貴議会におかれましては、本請願の趣旨についてご審議いただきたく存じます。 

 

【請願事項】 

宅地開発条例第23条別表第４-３（１）イから、「社員寮」及び「自動車を所有する者

の入居を制限する等」の記載を削除することを請願します。 

 

宅地開発条第23条別表第４-３（１）イにおける、「学生寮」の定義を、例えば、学校

教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校（大学を除く。）の学生、生徒、児

童又は幼児のための寄宿舎、のように明確化することを請願します。 

 

自動車駐車場整備に関する基準細則の(技術的細目・運用基準)第３ ２（１）から、

「社員寮」の記載を削除すること、及び、（２）の記載を削除することを請願します。 

 

以上 

 

令和４年11月24日 

                           

 

市川市議会議長 

松 永 修 巳 様 












